
十年かかったというケースをいくつか思い浮かべるこ  

とができます．今回の特集で示された指針は，まちづ  

くりのみに関わらず，福祉政策や税制問題あるいは発  

展途上国における経済援助，さらには企業における業  

績評価システムなど同じような構造を持つ分野で今後  

より一層の重要性を増していくのではないでしょうか．  

●「特集にあたって」においてオーガナイザーの谷口  

先生が指摘されているように，この間題に取り組むた  

めには，ORの基本理念に立ち戻ったうえで，現実の  

問題と向き合いながら一つずつ解決するしかないよう  

です．得られる解決方法を手法として昇華させて，  

OR手法において「効率的な合意形成の手法」を体系  

化していくことが今後求められていると言えるでしょ  

う．  （三浦英俊）  

編集後記  

●今回の特集では，まちづくりにおける合意形成，計  

画の段階的整備の方法，QualityofLifeの向上を図る  
ための政策評価などについて，詳細な具体例とともに  

述べられています．良いまちづくりを実現するために  

は，良い解を得るための手法はもちろんのこと，得ら  

れた解を実行するための合意形成のための手法がいか  

に重要であるかを改めて認識いたしました．  

●別の見方をすれば，最適なまちのかたちを得る方法  

についてはこれまで多くの研究がなされてきたが，今  

後は得られた最適解をいかに実現するか，ということ  

にもっと焦点を当てるべきだ，という指針を示した特  

集であると言えるでしょう．  

●合意形成に時間がかかることは，これまで鉄道や高  

速道路の完成まで，また逆にダムの建設中止までに数  
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